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研究成果の概要（和文）：妊婦は季節性インフルエンザに罹患すると重症化しやすい。本研究では、妊婦のイン
フルエンザワクチン接種に焦点をあて、接種に関連する因子および制度に着目して研究を行った。妊娠中のイン
フルエンザワクチン接種の安全性および有効性に関する情報は、妊婦本人のみならず広く一般に周知することが
重要である。また、妊婦の季節性インフルエンザワクチンは現在任意の接種であるが、独自に公的な助成制度を
設けている自治体があり、その助成額は自治体間で異なることが示された。

研究成果の概要（英文）：Influenza infection in pregnant women is associated with an increased risk 
of severe disease. We explored the factors related to the active decision to undertake influenza 
vaccination among pregnant women in Japan despite its not being included in the routine vaccination 
schedule. Attention to public concern or potential recommenders, not just pregnant women, about the 
benefits of maternal influenza vaccination is important. We also explored local subsidy policy. In 
some municipalities, they have original subsidy program. The amount of subsidy was different 
depending on each municipality.

研究分野：医療経済学

キーワード： 妊婦　季節性インフルエンザワクチン

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義として、妊婦の季節性インフルエンザワクチン接種に関連する因子を明らかにした。また制
度の面から、妊婦を独自の対象として助成制度を設けている自治体が一定数あること、制度がある自治体間にお
いても助成金額は異なることなどを明らかにした。社会的意義として、本研究成果は妊婦のインフルエンザワク
チン接種に関して、国や自治体における政策や施策を検討する際の一助となると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 ワクチン接種は感染症の発症予防において重要である。季節性インフルエンザワクチンにつ
いて世界保健機関（WHO）は、感染すると深刻な合併症を発症するリスクのある人へのワクチ
ン接種を推奨している。 
 妊娠中に季節性インフルエンザに感染すると、妊娠していない人と比べて重症化しやすく、入
院等のリスクが高くなることが明らかになっている。また、妊婦における季節性インフルエンザ
ワクチン接種については、妊婦の接種により出産後の乳児のインフルエンザ罹患に予防効果が
あることが示されている。WHOは、妊婦の季節性インフルエンザワクチン接種を推奨しており、
ワクチン接種の対象集団の中でも優先順位が高いことを示している。 
 米国、英国など多くの先進諸外国においては妊娠中の季節性インフルエンザワクチン接種を
推奨している。一方で、接種を推奨している国においても、接種率は高くないことが課題になっ
ている。 
 日本においては、季節性インフルエンザの妊婦を対象としたワクチン接種は、予防接種法に基
づく定期接種に該当しておらず、接種は任意である。また日本における季節性インフルエンザワ
クチンの添付文書では妊婦の接種は有益性投与の旨、記載がされている。一方、産婦人科診療ガ
イドライン－産科編 2017（現在は 2020）では、「インフルエンザの重症化を予防するもっとも有
効な手段はインフルエンザワクチンであり、妊婦においてもその効果は実証されている」と解説
されている。また、先行研究から妊婦が任意で季節性インフルエンザのワクチン接種をしている
実態が確認された。 
 
２．研究の目的 
（1）研究 1．妊娠中のインフルエンザワクチン接種に関する因子の検討 
 わが国においては、妊婦の季節性インフルエンザワクチンは任意の接種であるため、接種状況
および接種に関連する属性はわかっていない。個人を対象として妊娠中の季節性インフルエン
ザワクチンの接種とその因子（属性）との関連を明らかにすることを目的とした。 
 
（2）研究 2．妊婦のインフルエンザワクチン接種の費用効果分析に関する文献レビューおよび
費用効果分析 
 妊婦の季節性インフルエンザワクチンについて、いくつかの国において費用効果分析が示さ
れている。わが国の背景に基づいたモデル分析（費用効果分析）を行うための基礎資料とするこ
とを目的として文献レビューを行った。また、諸外国における既存研究を参考にして、わが国の
背景に基づいた推計を行うことを目的にモデル分析を実施した。 
 
（3）研究 3．自治体における季節性インフルエンザワクチン接種の助成制度の実態 
 研究 1 において、多くの調査対象者が妊娠中に季節性インフルエンザワクチンの接種が可能
であることを認識していることが示された。また、本研究 1 の文献レビューの実施過程におい
て、独自の対象を設け、季節性インフルエンザワクチン接種費用の公費助成を行っている自治体
があることがわかった。予備的に調査を行ったところ、更に一部の自治体では独自の助成対象と
して妊婦の接種に際して助成制度を設けていることがわかった。妊婦がインフルエンザワクチ
ンを接種する環境の 1つとして自治体の助成制度が考えられ、研究 3では、その実態について明
らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（1）研究 1 
 インターネット調査による横断研究を行った。対象は、調査会社に登録しているモニターであ
り、調査会社による定期的な属性調査において、妊娠中であると回答のあった女性を対象として
回答者を募った。2017年 3月および 2018年 3月の 2回調査を実施した。調査項目は対象者の属
性に加えて、妊娠中のワクチン接種の有無およびワクチン接種に関する情報源、妊娠中にワクチ
ン接種が可能であることの認識等である。 
 
（2）研究 2 
 諸外国における妊婦の季節性インフルエンザワクチン接種の費用効果分析に関する既報を調
査し、モデルに関する情報を整理した。次いで、わが国の背景に基づいたモデル構築および増分
費用効果比を推定した。 
 
（3）研究 3 
 全国の 1941自治体を対象に郵送調査を行った。質問事項は、自治体独自の季節性インフルエ
ンザワクチン接種の助成制度の有無であり、質問票には、妊婦に加えて、未就学児童、小学生、
中学生、高校生等の欄を設けた。郵送調査の返信が得られなかった自治体には電話にて追調査を
行った。なお当初、調査は 2段階の実施を予定していた。第 1段として全国の自治体を対象に、



妊婦等の属性に対する助成制度の有無を調査し、第 2 段として助成があると回答した自治体を
対象に、自治体独自の助成の詳細（助成金額および助成の実績）についての調査を行う予定にし
ていた。しかし、同時期の COVID-19の感染拡大により第 2段の調査を断念した。第 2段の調査
の代替として、各自治体の公式ウェブサイトを閲覧することにより、助成金額について調査を行
った。 
 
４．研究成果 
（1）研究 1 
 インターネット調査の回答者（有効回答）は 2204人（2017年）、3580人（2018年）であった。
両年において、40％以上の回答者が同シーズン中に季節性インフルエンザワクチンの接種をし
たと回答した。ワクチン接種をしたと回答したうち 80％以上が妊娠中のワクチン接種について
情報を得ていることが明らかになった。また接種については、情報を得た回答者と接種には関連
が示された。情報源が産科医等によると回答した人が最も多く、家族と産科医など複数から情報
を得ていることも明らかになった。妊娠中のインフルエンザワクチン接種の有効性や安全性に
ついて、妊婦本人のみならず、広く一般に周知することが重要である。 
 
（2）研究 2 
 妊婦の季節性インフルエンザワクチン接種の費用効果分析の研究は計 8 報が該当しレビュー
を行った。国別では、米国の論文が 4報、英国、ベルギー、カナダ、マリの論文が各 1報ずつで
あった。モデルの前提（接種率などの違い）や組入変数（効果等に子を含むか否か）、健康アウ
トカム指標（質調整生存年, QALYあるいは障害調整生存年, DALY）など、一様ではないことが
明らかになった。これらの先行研究のモデルを参考に、わが国の背景を考慮した妊婦の季節性イ
ンフルエンザワクチンの定期接種ワクチンプログラムについて、社会の視点で現行のワクチン
プログラムなしと比較して、増分費用効果比を推定した。その結果、WHOの基準（GDPの 1-3
倍）に基づくと、費用効果的であることが示された。 
 
（3）研究 3 
 全国の自治体を対象とした調査の結果、1932の自治体から回答を得た（99.5％）。その内、妊
婦を対象とした季節性インフルエンザワクチン公費助成を実施している自治体は約 10％であっ
た。 
 助成ありと回答した自治体の公式ウェブサイトを閲覧したところ、約 65％の自治体において、
助成金額（あるいは自己負担額）の情報を得ることができた。その額は自治体間で一律ではない
ことが示された。自治体によって助成金額あるいは自己負担額での表記が見られたため、助成金
額の場合は接種金額を 3500円と仮定し、助成金額との差分により自己負担額として推計した。
助成制度がある自治体における接種者の自己負担額は、1 回接種 3500 円の仮定のもと、上限値
3000 円、下限値 0 円（自己負担なし）と推計された。助成制度がある自治体間においても、助
成額や接種者の自己負担額には差があることが明らかになった。 
 
総括 
本研究課題においては、任意の接種である妊婦の季節性インフルエンザワクチンに焦点をあ
て、個人および制度の側面から研究を実施した。個人の接種選択に関連する因子として周囲から
の情報は重要であり、安全性や有効性に関して、妊婦のみならず広く周知することが重要である。
また、制度の面からは、独自の費用助成制度を設けている自治体があること、助成制度を有する
自治体間においてもその助成金額は異なることが示された。本課題における成果は、妊婦の季節
性インフルエンザワクチン接種に関して国や自治体等における政策や施策を検討する際の一助
となると考える。 
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